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【議事要旨】 

１．エンタメ・クリエイティブ産業政策の振り返り、エンタメ・クリエイティブ産業政策の指針 

⚫ 2024年のアニメ海外市場は過去最高の 2.1兆円超。今後、海外市場を広げていく必要

があり、2028年までに 3兆円、そして 2033年までに 6兆円を目標としたい。 

⚫ エンタメ政策５原則に「大規模・長期・戦略的に支援する」とあるが、大規模作品の現

場では、新しい才能が育ちにくい。中小規模の作品に対しても、安定して生み出せるた

めの支援があると良い。 

 

２．論点１．大規模・長期・戦略的な支援  

（論点１－２．リソースの重点配分の戦略） 

⚫ 「広義」のアニメ市場に占める「狭義」のアニメ市場（アニメ制作会社の売上高）の割

合は増えていない。もしアニメをコンテンツ産業の基軸とするのであれば、JLOX+など

の支援額を他分野と比較して上乗せするなど、傾斜をつけても良いのではないか。 

⚫ 約 3割のアニメ制作会社は赤字で、赤字が続いている企業が多いが、製作投資を行う会

社と単純受託制作を行う制作会社があり、収益力の二極化が進んでいる。一律に支援す

るのではなく、赤字を出してでもコンテンツを制作しようとするチャレンジングな取組

に支援すべきではないか。 

⚫ アニメ産業は課題が非常に多い。自社努力でどうにもならない課題のうち、政府支援に

よって解決でき、なおかつ直近で解決すべき課題をクリアにできると良い。その一つと

して、人材不足に起因する人材の確保と育成が挙げられる。政府に支援を依頼するとと

もに、まずは人材不足を構造的に捉えて、どのように解決していくのかも並行して検討

すべき。 

 

３．論点２．国内投資の促進 

（論点２－１．コンテンツ制作の支援） 

⚫ 米国カリフォルニア州の支援制度であるタックスクレジットに相当するような補助金の

仕組みや、適正な価格での受託ルール、制作会社のキャッシュフローを圧迫しない支払

いルールなどの整備が必要。 

⚫ 現時点ではアニメに世界的な注目が集まっているが、これが一過性のブームで終わって

しまうのではないかと恐れている。一過性のブームで終わらせないためには、企業とし

ての成長スピードを速める必要がある。品質向上やビジネス領域の拡大、地方も含めた

制作拠点の拡大など、成長スピードを加速させるための投資に政府支援があると良い。 

⚫ コンテンツ業界はユーザー視点を大切にして動いており、タイムラインをあらかじめ固

めないと予算が取れない。このため、一般的な業界と同じような支援の在り方では、そ

の支援が利用しづらい。ユーザー視点とタイムラインの柔軟性は、業界全体で譲れない

ポイントである。 

（論点２－３．クリエイターの育成） 

⚫ デジタル制作の推進や地方人材の活用、地方拠点の創出、外国人材の国内での育成、ア

ニメ制作スタジオの海外進出等により、地方や海外の人材を含めて、新人・プロ共にア

ニメーターを育成しつつ、若者の志願者を拡大させる必要がある。海外では、東南アジ

アを中心に日本のアニメ制作を学びたいとの意欲が高まっているため、海外に 2Dアニ

メーションを広める活動も必要。 

⚫ 現場が人手不足のため、アニメーターになりたい人が多く集まっても、プロとして育て

上げるまでの長期間の育成環境を十分に用意することができない。そのため、アニメー

ターを育成するプロジェクトを立ち上げた。ただし、資金的な部分も含めて育成活動は

難易度が高いため、政府からの支援があるとありがたい。 

⚫ アニメーターに加え、イベントやグッズ展開、海外展開などの一連のアニメ事業を企画

できるエグゼクティブプロデューサーのような人材も不足しているのではないか。 



⚫ 中小受託取引適正化法（取適法）、フリーランス法、独占禁止法といった法令遵守を徹

底し、アニメ制作スタジオの収益力向上と就業環境の改善に努めるべき。近年、アニメ

制作に必要な人員・コストが増えているにもかかわらず、他業界に比べて制作費は少な

いままである。また、IP版権の収入が制作現場に落ちてこないことは課題である。映

適（日本映画制作適正化機構）のように、取引の適正化を図り、業界全体の底上げに資

する仕組みがあるとよいのではないか。 

 

４．論点３．海外展開の促進 

（論点３－２．国際的な流通網・ファンダムの強化） 

⚫ 海外でアニメが配信されても、配信されている事実を海外のファンが知らないことがあ

る。海外向けのプロモーション活動をするには、個社では人材・資金共にリソースが足

りないため、業界内でチームを組成するか、国からの支援があると良い。 

⚫ アニメ制作スタジオの海外拠点を設立するには、現地社員の雇用や物理的なオフィスの

契約等が条件となり、売上が立つ前から莫大なキャッシュが求められることがある。海

外での競争に勝つためにも、海外拠点設立に向けた公的な支援スキームがあると良い。 

⚫ 日本発信のアニメアワードが存在しないため、日本発で世界基準のアニメアワードを確

立し、日本で価値付けしたアニメを世界に展開すべき。ゲームの「The Game Awards」

は、クリエイターや作品の表彰のほか、新作発表が行われる注目の場となっている。ま

た、1億人以上の世界中のゲームファンが同時に視聴するため、広告収入ビジネスとし

ても大きくなっている。アニメも同様に、制作スタジオやスタッフ、クリエイターにス

ポットライトを当てつつ、ファンが喜ぶようなイベントがあると良い。 

⚫ 自国のコンテンツ産業の保護を目的として、海外のプラットフォーマーに対して、自国

の制作スタジオに再投資することを義務づけている国がある。海外の大手配信プラット

フォーマーの場合、その国にある自社の制作スタジオに再投資できるが、日本のアニメ

プラットフォーマーの場合、他国に制作スタジオの拠点がないため、日本とは全く無関

係のコンテンツに再投資を強いられている状況にある。自国のアニメ産業の成長に集中

するためにも、これに対応するための政府の支援が欲しい。 

⚫ 現状は、海外の大手配信プラットフォーマーやマスターライセンシーに世界の流通網が

握られている。価格コントロールの問題もあるため、日本から世界に発信できる流通網

を国として構築できると良い。海外のエージェントと調整する際には、大手企業に任せ

きりにするのでなく、現地の配給会社と調整できると良い。 

⚫ 現状、アニメがどこで配信され、何の言語に翻訳されているかを整備するには、作品の

タイトルを一つずつ名寄せするしかないため、システマチックにデータを整備できる仕

組みが必要である。集めたデータを AIで分析し、どの国のファンがどのような作品を

好むのかが分かるようになりつつあるが、政府とも連携の上、データ整備を進めたい。 

（論点３－３．海外支援拠点の強化） 

⚫ 個社では海外の二次利用ビジネスの実態を掴み切れないため、公的機関等からアニメ制

作会社に情報提供してくれるようなサポートがあると良い。 

 

５．論点４．地域経済の活性化 

（論点４－１．地域の雇用創出） 

⚫ 地方ではまだアニメ制作会社の数が少なく、産業振興につなげるためには、地方の原資

だけでは足りない。例えば、カナダでは、制作会社を誘致するために、連邦政府と州政

府の両方の誘致支援策が存在する。アニメ制作会社をクラスター化するには、自治体だ

けでなく国による支援も必要ではないか。 

 

以上 

 


